（様式第１号－３）
耐震化整備の状況について

都道府県・市区町村名　　　　　　　　
管内の助産施設、乳児院、母子生活支援施設、児童養護施設、児童心理治療施設、児童自立支援施設、児童相談所一時保護施設、婦人相談所一時保護施設及び婦人保護施設の状況について記載すること。

１．管内の未耐震施設総数　　　　　か所（平成28年3月末時点）

　（管内の全施設総数　　　　　か所（平成28年3月末時点））
２．管内施設の耐震化整備に係る計画の有無  （ 有 ・ 無 ）

「有」の場合

計画の概要を以下に記述してください。（計画書を別添で提出してください。）　

　計画完了までのスケジュールを具体的に記述してください。


「無」の場合
計画を策定していない理由及び今後の計画の策定についてのお考えを以下に具体的に記述してください。（耐震化整備事業の計画が何もない場合には、採択をしない場合もございます。）

３．耐震化整備推進のための取組（ 有 ・ 無 ）
※「有」の場合はその内容

４．耐震化整備を推進する上での課題

















（例）耐震化率等の数値目標がある場合は必ず記入してください。


・（○○年度）△％　→（□□年度）▽％（○○県で策定した「△△計画」におい


て設定）


・（○○年度）△か所　→（□□年度）▽か所（○○県で策定した「△△計画」 において設定）

















（例）


・法人に対し、耐震化に関する説明会・ヒアリング、個別の指導・助言等を


行った。


　・ホームページや広報誌等により、耐震化に関する意識啓発を行っている。





（例）


・法人の耐震化に対する意識が低い


・法人負担分の財源の目途が立たない　等














